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近年，企業理論に対する関心が著しく高まっている。それもたんに経営学や経済学の中の一
分野において論じられるのではなく，法学，社会学等の社会諸科学にまたがって，さらには組
織論，システム論，生命科学，情報理論といった学際的な諸学の万法論を駆使して，企業の理
論が語られている。システム，情報といった新しい方法概念によって企業に新しい照明が当て
られ， {利潤の極大化を追求する生産単位〉としづ既存の企業の定義に再検討が加えられるよ
うになる。このような企業に対する学的認識の高まりが，現実の巨大法人企業の発展と軌をー
にしていることはし 1 うまでもない。法人企業はいまやミクロ経済学が想定する競争的，事業家
的企業とは様相をまったく異にするようになっており，内部lこは巨大なピラミッド型の組織を
配し，外部にたいしては国家の政策を左右し，あるいは消費者の欲望を操作するに足る政治的
支配力を備えた存在になっている。法人企業は内部組織を欠いたたんなる点的存在であったり，
市場システムの受動的な担い手なのではなしそれ自身が自己の内外に権力を行使する力を備
えた一つの社会システムとも言うべきものなのである。それゆえに現代の資本主義は，法人企
業が支配する資本主義，つまりコーポレイト・キャピタリズムと呼ばれ，企業が市場システム
のたんなる項をなしていた私的資本主義と対比されて論じられているのである。法人企業の構
造と機能を論ずる乙とは，ストレートに現代資本主義を論ずる乙とになるのだ。かつてマルク
スは市場システムを解明する政治経済学を「市民社会の解剖学」と呼んだが，現代市民社会の
解剖学はほかならぬ法人企業の理論であるといっても過言ではない。宮崎義一氏が法人株式会
社論を「現代の経済原論」と呼んだのは，ま乙とに的を射たものといえよう。
このような現実的，理論的コンテクストの中で，経営学畑出身の若き学究によって本書が署
された。本書の主たる特徴あるいはメリットと思われる点を，評者の関心もまじえて整理して
みると，以下のごとくになる。
まず本書の第一の特徴は，伝統的な経営学が扱ってきた経営組織の管理の学という企業論の
枠をとり払い，社会経済システム論の地平で企業論を展開しているところにある。企業へのシ
ステム論的接近によって，企業に新しい照明が当てられることになる。つまり剰余価値の生産
と領有を目的とする経済機構としての企業は，「情報構造J ， I決定構造J ， I価値構造」という
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三層の構造を備えた重層的システムとして了解される乙とになる。企業は情報の処理・伝達の
構造として，またその構造を制御し，自律的な意思決定を行う機構として，さらにさまざまな
価値評価を行い，基本目標と選考基準を決定し，それを伝達する機構として，把握される。しか
もこの情報・決定・価値の三層構造は，たんに企業の内部組織の構造をなすだけTなし企業と
企業外の諸主体聞との関係をも組織している。企業のシステム分析を情報と意思決定の社会的ネ
ットワークの分析にまで押し広げたところに，本書の企業分析の斬新さがあるといえよう。企業
は市場システムに代わって，社会的分業連闘における情報と意思決定の多様なネットワークを
組織する核となり，社会の価値規範や目標形成に重大な影響を及ぼしうる力量を備えるように
なっている。その意味で「企業システム」とは，同時に「企業社会システム」をもなしている
のである。第 2章では企業が多様なネットワークを通して企業の外部にある労働力，資本，市
場，科学技術，国家，株主を自己の内 l乙包摂していく過程が考察される。古典的資本主義にお
いて，企業の乙うした支配力はきわめて微弱なものであり，しかもそれが貫かれる過程は資本
循環=蓄積の運動を，つまりさまざまな市場システムを介していた。企業は労働市場，資本市場，
商品市場を介して生産諸要素を調達し，生産物の価値を実現したのである。乙れに対して現代
資本主義においては，企業がみずから内部労働市場を組織して労働力を育成し，研究開発投資
によって技術力を養い，価格決定権を握り，あるいは消費者の選好を操作する。このような市
場支配力を著者は「包摂」という概念を用いて描き出そうとする。企業は情報・決定・価値の
三層構造を通して自己の内部を組織すると同時に，外部の諸契機を内部に取り乙み，企業シス
テムを企業社会システムとして組織するのである。
第二l乙，著者は企業を情報と制御のシステムとして認識する際に，情報科学の最新の成果を
取り入れている。フォン=フェルスター，アシュピ，ア卜ランらの「ノイズを通したシステム
の自己組織化の原理」というのが，それである。この原理によれば，生命有機体のような複雑
なシステムにおいては，偶然や無秩序やノイズがシステムを組織化する際にきわめて重要な役
割を果たす。単純なシステムにとってシステムの撹乱要因でしかない偶然や無秩序やノイズ、が，
複雑なシステムにとっては，自己の解体=再組織化を行う契機となりうるのである。単純なシ
ステムは外界との相互作用を行う際に，外界のノイズを排除することによってシステムの定常
状態を維持するが，これに対して複雑なシステムはノイズを有効な情報として読み取り，乙の
ノイズを契機として，自己のシステムを解体し，再組織するのである。この情報科学の自己組
織化の原理は，社会認識にも援用されるようになった。たとえばフランスの経済学者 J ・アタ
リは，諸種の情報水準(メッセージ，信号，記号，シンボル，相互交通)とエントロピーの概
念を用いて，複数の社会モデルを作り上げた上で，これら諸モデルの歴史的な移行過程をこの
原理に依拠して説き明かそうとする(IT'情報とエネルギーの人間科学』日本評論社)。ある情報
水準にとってノイズであるものは，それとは別の情報水準にとって意味のある情報である。つ
まりノイズとは，乙の別の情報水準に基づいて新しい社会秩序を組織する乙とを要請するシグ
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ナルなので、ある。集権的で他者管理的なモデルにとってのノイズは，その社会秩序を解体し，
分権的で自己管理型の社会秩序を要請するシグナルで、ある。本書の著者はアタリの所説をも参
照しつつ，この自己組織化の原理を企業社会システムの自己解体=再組織化の論理として取り
入れる。第 3 章では，情報と制御の視点から企業社会システムが，一方的制御の現代的企業モ
デル，疑似的協同化モデル，社会的企業モデ、ル，の三類型に整理されるが，同時に乙れらのモ
デルの移行の過程がノイズによる秩序形成の原理に基づいて考察される。まず他律的で集権的
な管理方式の現代的企業は，自己の経済的収益と効率性を求めて外界との情報交換を行い，外
界の秩序を私的に領有し，それによって外部の環境を劣化させる。こうした現代的企業の支配
が進むと，外界の無秩序とノイズがしだいに高まってくる。環境破壊や自治権・生活権の侵害
が地域住民，消費者の抵抗を呼び起こすようになる。企業はこれに対抗して，説得一操作によ
って疑似協同的な価値をふりまき，他律的管理の枠の中で分権化を容認し，労働者や消費者の
ある程度の「参加」を押し進めるようになる。そ乙から疑似協同化の企業社会モデルが生じて
くる。だがこのモデルへの移行が進むと，管理の他律性を真l乙克服して，企業システムを社会
的に制御しようとする内外の社会諸勢力の自覚と要求がさらに高まってくる。このような自覚
と要求は，現行の他律的管理体制にとってはノイズ以外の何物でもないが，未来の企業モデル，
つまり互酬性に基づく自律的・協同的管理にとってはまさに有効な情報なのである。著者は第
4 章で， 60年代以降アメリカで論じられてきた「企業の社会的責任論」を検討するが，その際
にも乙れらの所説を疑似協同化モデルから社会的企業モデルへの過渡期のノイズ=情報として
読み取るという視点を貫いている。つまり労働者，市民の抵抗運動の高まりと社会的コンフリ
ク卜の激化に対して法人企業が他律的一分権的管理という制御の枠内に乙の動きを封じこめよ
うとする試みの理論的表現が，ほかならぬ「企業の社会的責任論」なのである。だがこの所説
は，ラディカリストの権力規制論に見られるように，法人企業の他律的管理の制限を超えて，
企業権力を「民衆化」しようという所説をも生み出してしまうのである。かくして他律的管理
のノイズは，自律的管理の到来を告知する情報へと転化する。
本書の第三のメリットは，著者がシステム論の万法概念を用いて，企業の権力構造を説き明
かしているところにある。それによって企業システムは，経済的生産の単位としてだけでなく，
権力諸関係を形成する政治的システムとして認識されることになる。乙の視角によって杜会
的コンフリクトが正統に社会科学の認識対象に据えられ，しかも同時に消費者，市民による
企業権力の社会的制御をめざす社会闘争に理論的根拠が与えられる。今日の社会闘争は，剰
余価値の分配と領有をめぐって展開されるというよりもむしろ，企業の意思決定権のヘゲモ
ニーをめぐって展開されているからである。巨大法人企業の政治的支配力についての考察は，
カ、、ルプレイスのテクノストラクチュア論以来すでに行われてきているが，著者は情報と意思決
定の制御の構造に権力の作用を洞察する乙とによって，剰余価値の生産と領有という経済的次
元を超えた企業の政治的権力の実態を鮮やかに浮かび上がらせている。
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さらに著者はこれまで企業理論を基礎づけていた所有の概念をも，権力概念によって再定義
する。今日では，企業の支配力はもはやたんに生産手段の所有には限定されない。生産手段に
代わって，それよりも広義の「権力資源」の概念が企業権力の根拠に据えられる。 I企業は権
力資源の包摂によって権力を獲得し，社会システムの諸構造を一方的に制御する関係を制度化
しているqJ (156頁)権力とは，この権力資源を用いて情報の変換・処理のシステムを領有する能
力のことである。だから権力概念とは，所有概念の高次的な展開にほかならない。所有とはあ
る主体 B がある特定の物を制御する関係であると同時に，乙の主体 B と物との関係を他の主体
Aが承認，あるいは不承認するサンクションの関係を意味している。乙のサンクションの関係
が，今日では情報と決定の複合的構造によって構成され，そこに権力の作用が貫かれているの
である。この考察によって，私的所有の揚棄という社会変革の古典的テーゼは，情報と決定の
構造における権力関係の変革へと読み替えられ，社会闘争の現代的課題が理論的に開示される
ことになる。
第四のメリットとしては，本書が企業権力に対する対抗的社会運動の具体的分析を通して，
乙れらの運動の中に情報と意思決定を社会的にコントロールしようとする現代社会の歴史的傾
向性を読み取っていることである。第 7章では，企業権力の社会的制御をめざす市民，消費者，
労働者の運動に関して， アメリカとスウェーデンの社会運動の具体例を挙げて，詳細な検討が加
えられている。アメリカでは，企業の取締役会に消費者，地域住民の利益代表を送り乙み，こ
れらの外部団体が企業の意思決定に参加し，企業行動を監視していこうとする「公共利益代表
取締役」の要求運動が取りあげられ，その運動の背景，内容，特徴，意義，問題点が述べられ
る。またスウェーデンの運動としては，労働組合が賃金問題，労働組織計画，生産計画，投資
計画などについて事前に交渉する「共同決定法J (1977年)、あるいは労組が管理する基金に基
づいて資本の集団的所有を制度化しようとする「労働者投資基金」が取りあげられる。著者は
労働運動，市民運動，消費者運動をたんに個別に紹介，検討するのではない。とれらの運動が
企業の情報と制御の支配的ネットワークに対抗しつつ，企業社会システムを超えた新しい協同
的制御の社会形成をめざす社会闘争として位置づけられ，この視点から個々の運動に照明が当
てられるのである。
一九世紀資本主義の展開を見据えつつ， K ・マルクスは『資本論』第三部で，株式会社が生
産手段および労働力を社会的に集積することによって，私的資本l乙対立する会社=社会資本と
して立ち現れる乙とを指摘し，それが資本制生産様式の枠内での私的所有の揚棄の形態である
乙とを力説した。株式会社は私的所有に基づく生産体制から連合した生産者たちによる直接に
社会化された生産への移行を押し進める駆動力となる。このマルクスの古典的テーゼ、が，今日
巨大法人企業の政治的権力をコントロールしようとする内外の諸勢力の社会運動を通して貫か
れていることを，本書は語り出している。株式会社の他律的管理と一方的制御が極限lこまで進
むと，それが行為事実的に生み出す公共的な機能を共同で自己管理しようとし 1 う要求が避けが
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たく生じてくる。このことを本書は語り出すのである。
だが本書は古典の現代的意義を再確認すると同時に，企業権力の社会的なコントロールを追
求する社会運動のすぐれて今日的な特性をも的確に描き出している。つまりこれらの社会運動
は，生産手段の社会化をストレートにめざすのではなく，企業の情報と意思決定の構造を民主
化し，協同化することを通して所有構造を変革しようとするのである。この視点は，情報と決
定の社会的制御を押し進めることによって所有の社会化を実現する，とし 1 う飯尾要氏の論点(~
産業の社会的制御』日本評論社) ，あるいは生産手段の社会化(=ストックの社会化)戦略に代
われ投資委員会を設けて私的資本の投資の流れを公共的に規制するというフローの社会化戦
略を提唱する都間重人氏の所説(~体制変革の政治経済学」新評論)とも合い通ずるものという
ことができょう。スウェーデンの労働者投資基金の狙いは，労働者，市民が自律的，民主的参
加によって協同の基金を管理し，投資の流れや産業政策に介入することにある。このようにし
て，本書は諸種の社会運動の歴史的正統性を根拠づけるのである。つまりこれらの社会運動は，
株式資本が自己の支配力を内外に展開することを通して行為事実的に形成する公共的機能を政
治的に管理しようとする運動として，つまり資本の自己止揚の運動として描き出される。現代
の資本の運動の弁証法的性格が的確にとらえられているということができょう。
本書を社会学，経済学におけるいくつかの現代資本主義論と対比してみるとき，そこに意外
なほど共通した視角を見いだすことができる。その意味で，本書は直接には企業権力を考察し
た研究でありながら，同時に優れた現代資本主義論としても読むことができる。たとえば，本
書はフランスの社会学者A ・トゥレーヌの所説(~社会学のイマージュ」新泉社，『ポスト杜会
主義』新泉社)と深いところで共鳴しあっている。トゥレーヌは現代の情報化社会，あるいは
ポスト産業社会を「プログラム社会」と呼ぶが，それはとの社会が情報処理と意思決定の機
構によって組織される社会となりつつあるからである。社会はそのような意思決定の無数の委
員会の集合体となりつつある，と彼は言う。しかもこの委員会は，資本と国家が独占的に行う
情報の処理と伝達とによって，支配階級の利益を追求する場となっている。投資はもはや企業内
部の労働組織に向けられるだけでなく，ストレートに社会的意思決定の支配へと向かう。した
がって乙のような社会では，企業はたんに経済的な生産単位ではなく，意思決定の主体であれ
政治的な制度となるのである。だが企業のこうした政治的能力の高まりは，同時に社会総体の
意思決定能力の高まりをも意味してる。この社会の意思決定能力のヘゲモニーをめぐる争いこ
そが，現代の社会闘争の争点となる。このようなトゥレーヌの主張を，本書は企業権力へのシ
ステム論的接近によって裏づけている。
さらに本書の権力論や社会的コンフリクト論は，近年の欧米のネオ・マルクス主義(アメリカ
のラデイカル・エコノミス卜，あるいはフランスのレギュラシオン派)の資本主義認識とも視
座を共有しているように思われる。ラデイカル派はアメリカの経済成長を支えた条件として，
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資本制的蓄積過程が組織される特定の制度的環境を重視し，その主たる要因を大企業と産別労
働組合との労使協定，および投資活動を保証する政府の政策に求めている。(ボールズ/ゴー
ドン/ワイスコフ『アメリカ衰退の経済学』東洋経済)つまり資本と労働とのコンフリク卜，
資本と市民とのコンフリクトが制度化され，乙れらの聞に暗黙の合意がある限りにおいて，資
本蓄積の円滑な進行が保証されるのである。その逆にこの制度化が困難となり，その結果，企
業が自己の支配力を維持するのに多大なコストを要するようになるとき，蓄積体制は危機に陥
る。レギュラシオン派も乙れと同様に，戦後の経済成長を可能にした条件として，蓄積体制を
媒介する諸種の制度諸形態に着目する(ボワイエ編『世紀末資本主義』日本評論社)。企業におけ
る大量生産体制と生産性の絶えざる上昇を保証したのは，労働組合と経営者との契約，団体協
約，あるいは大量消費の生活文化規範であった，というのである。資本間の競争や国家の市場
介入に蓄積の原動力をみる従来の経済成長論にたいして，乙の学派はなによりも社会諸階級の
〈制度化された妥協〉に着目するのである。情報処理と意思決定の構造の制御を通して企業の
内外における支配力の浸透とそ乙に発生する社会的コンフリク卜に焦点を当てる本書の分析視
角は，これらの制度論的アプローチとも共鳴するものということができる。
ただ無いものねだりをするならば，残念なことに，本書は情報と決定の制御という観点に的を
絞るあまりに，企業の生産過程における労働組織の変容やテクノロジーの分析を欠いている。
たとえばレギュラシオン派は，労働過程の分析と制度諸形態とのかかわりを危機分析の根底に
据えている。黄金の30年を支えたフォード主義の生産ノルムは，消費の多様化や個人主義的生
活志向としだt"¥ I乙マッチしなくなってきた。生産過程におけるライン・アンド・スタッフ原則
に基づいた厳格な職階性は，画一的な大量生産には向いていたが，多品種少量生産には不向き
となる。またフォード主義における労働の単調化と断片化は，労働者の労働意欲をそぎ，生産
過程はしだいに非効率となっていく。その結果，乙うした生産体制をもっとフレキシブ、ルなもの
に転換させようという要求が高まってくる。マイクロエレクトロニクス技術は乙のような転換
を可能にする一つの条件を与えている。そこにポスト・フォーデイズムの突破口が求められる。
したがって，企業権力の社会的制御という本書のテーマは，生産過程の内容にまで、立ち入って
掘り下げられるならば，その論点が一層明らかになるものと思われる。たとえば，イギリスのル
ーカス・エアロスペースのショップスチョワードが提起した経営プランは，そのような質を内包し
ているといえよう。(ウェインライト/エリオッ卜『ルーカス・プラン』緑風出版)ルーカスの労
働者による法人企業の自主管理は，生産する物の内容にまで、立ち入っている。彼らはルーカス
がそれまで生産しでいた航空機や軍需品に代わって，「社会的に有用な物」を生産すべきだと
唱える。人工腎，義肢の制御システム，身障者用のボブカー卜，リサイクル可能な代替エネル
ギ一技術，といったものの製造が提案される。乙の「社会的に有用な物」の生産にはいくつか
の基準があるが，その中には，エネルギーや資源を浪費しないものとか，多くの雇用を創出す
るもの，といった基準と並んで，その生産が疎外や権威主義を生み出さないような生産組織と
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いう条項が含まれている。ここには企業の自主管理=社会的制御とは，生産と消費の過程的関
連を共同で組織する乙とだ，という本書と共通する視角が貴かれているということができょう。
著者は第 6 章で，企業社会が人間の生活を労働力の再生産としてしかとらえておらず，生産と
消費の過程を分断しているとして，生産と消費とのトータルな統ーとして「生命の再生産J 活
動という視点から労働者，消費者の社会的存在様式をとらえかえし，労働運動と消費者運動と
の統一の必要性を説いている。にもかかわらず現実の運動においては，労働者と消費者が協同
して企業権力を規制し，企業の生産過程を社会的に制御する例はほとんどみられない。本書は
こう述べているが，ルーカス・プランはその希有な例の一つだと言ってよかろう。著者が設定
する「生命の再生産過程」という視座が自然の生態系とのかかわりも含めてさらに掘り下げら
れ，乙の視座から企業社会のトータルな変革が展望されるとき，企業権力の社会的制御の内実
はさらに豊かなものとして獲得されるであろう。若き学究の意欲に満ちた労作に敬意を表する
とともに，著者がこのテーマをさらに発展されるよう願ってやまない。
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